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研究要旨 

【研究目的】地域別に健康状態や社会資源等をアセスメントし，ニーズや課題を把握し，

根拠に基づく戦略的な地域づくりによる介護予防を推進するためのエビデンスづくりと，

介護予防の効果検証をするツールやシステムを開発・改良することが目的である． 

【研究方法】 Ⅰ．介護予防に関わるリスクの実証的観察研究：2010年，2013年調査デー

タなどを用い，死亡や要介護認定後の期間，IADL低下，口腔機能低下，閉じこもり，うつ

などの要介護リスクおよび緩和要因を解明する縦断分析，横断分析，マルチレベル分析な

どを行った．Ⅱ．介入研究：愛知県武豊町において，「憩いのサロン」を増やす地域づく

り型介護予防の効果を検証するため，サロン参加頻度別のIADL低下および認知症自立度

Ⅰ以上を伴う要介護認定の発生についての縦断分析を行った．Ⅲ．市町村支援に向けた研

究：地域づくり型の介護予防を進めようとしている市町村支援の手がかりを得るため，自

治体（職員）向けの支援内容について検討した．Ⅳ．地域診断指標の研究：主観的幸福感

尺度や緑地の多さを地域診断指標として用いるための基礎的検討を行った．Ⅴ．大規模調

査：大規模調査の方法を開発し，実際にデータを収集し，実現可能性（feasibility）を検

証した． 

【結果】Ⅰ．介護予防に関わるリスクの実証的観察研究：死亡や要介護期間，IADLや口腔

機能，閉じこもり，うつなどに関わるリスク要因が明らかになった．それらを調整後にも，

社会への不参加などの健康の社会的決定要因がリスクと考えられること，個人レベル要因

を調整後にも，その地域の社会参加割合が高いことや所得格差が小さいことが，介護予防

に望ましい地域要因であることなどが明らかになった．Ⅱ．介入研究：サロンへの参加回

数が多い群で要介護認定が抑制されることに加え，新たにIADL低下が少なく，7年間の認

知症発症が少ないことが明らかになった．Ⅲ．市町村支援に向けた研究：異なる市町村に

おいても，地域づくりの事例と手順などの蓄積ができた．Ⅳ．地域診断指標の研究：いく

つか試作した指標の中で，HRの小ささの点などからは「主観的幸福感8点以上の者の割合」

がやや良いと思われた．Ⅴ．大規模調査：JAGES2016年調査として，39市町村の約20万

人の高齢者から調査票を回収でき大規模調査の方法論を確立できた． 

【結論】根拠に基づく戦略的な地域づくりによる介護予防を推進するためのエビデンスや

事例が得られ，地域別に健康状態や社会資源等をアセスメントし，ニーズや課題を把握す

るための指標の検討が進み，調査方法がほぼ確立できた． 
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A. 研究目的 

平成22年度厚生労働科学研究費補助金（長寿

科学総合研究事業）「介護保険の総合的政策評

価ベンチマーク・システムの開発」（H22-長寿-

指定-008）で，平成22年（2010年）に31自治体

の11万人，厚生労働科学研究費補助金（長寿科

学総合研究事業）「介護予防を推進する地域づ

くりを戦略的に進めるための研究」（H25-長寿-

一般-003）で，平成25年（2013年）に30市町村

の14万人弱の高齢者データを収集し，介護予防

の政策立案，効果検証などに使えるベンチマー

ク・システムを開発してきた．本研究の目的は，

これを発展させ，地域別に健康状態や社会資源

等をアセスメントし，ニーズや課題を把握し，

根拠に基づく戦略的な地域づくりによる介護予

防を推進するためのエビデンスづくりと，介護

予防の効果検証をできるツールやシステムを開

発・改良することである． 

 

B. 研究方法 

上記の目的を達成するため，平成28年には，

Ⅰ．介護予防に関わるリスクの実証的観察研究，

Ⅱ．介入研究，Ⅲ．市町村支援に向けた研究．

Ⅳ．地域診断指標の研究，Ⅴ．大規模調査を行

った．これらを計25本の論文に分けて報告する． 

 

B-Ⅰ．介護予防に関わるリスクの実証的観察研
究 

 要介護認定を受けていない高齢者を対象とし

た 2010 年，2013 年調査データなどを用いて，介

護予防に関わるリスクについての縦断分析，横断

分析，マルチレベル分析などの手法を用いて，死

亡（白井報告，谷報告）や要介護認定後の期間（小

坂報告）やパターン（近藤尚己報告），総合的なリ

スク指標（IADL 低下［相田報告］，主観的健康感

［Kanamori 論文］），口腔機能（坪谷報告，小山

報告，菖蒲川報告），閉じこもり（斉藤報告），う

つ（佐々木報告，辻報告）などの要介護リスクお

よび緩和要因を解明する 12 本の分析を行った． 

 
 

B-Ⅱ．介入研究 

 愛知県武豊町において，2007 年度から継続し

てボランティアが運営する「憩いのサロン」を増

やす地域づくり型介護予防の地域参加型研究

（Community Based Participatory Research）を

継続してきた．この地域介入による介護予防効果

を検証するため，サロン開始日・開催会場別の参

加者名簿に基づき，参加頻度別の IADL 低下（林

報告）および認知症自立度Ⅰ以上を伴う要介護認

定（Hikichi 論文）の発生をエンドポイントとし

た縦断分析を行った． 

 

B-Ⅲ．市町村支援に向けた研究 

 地域づくり型の介護予防を進めようとしてい

る市町村支援の手がかりを得る目的で，自治体職

員向けの研修等の支援内容についての検討（堀井

報告），保険者支援のためのワークショップ・プロ

グラム（岡田報告），T 市の健康交流の家（伊藤報

告）開設・運営プロセス，都市型介護予防モデル

（亀田報告），転倒が少ないまちの特徴を解明す

るためのフィールド調査（横田報告）並びにヒア

リング調査（横田報告）を行った． 

 

B-Ⅳ．地域診断指標の研究 

 第 7 期介護保険事業計画に向けた介護予防・日

常生活圏域ニーズ調査のひな形に加えられた主

観的幸福感尺度について，それを地域診断指標と

して用いるための基礎的検討として，得点分布や

試作した数指標を用いた市町村間比較，個人レベ

ルの死亡や認知症の予測妥当性の検証などを行

った（奥園報告）． 

緑地の多さが介護予防に資するかを検討する

ための地域診断指標として，植生指数（正規化植

生指数：以下ＮＤＶＩ）を，入手可能な衛星画像

から千葉県について算出を試みた（鈴木・花里報

告）． 

 

B-Ⅴ．大規模調査 

介護予防を推進する地域づくりを戦略的に進

めるための地域診断支援システムに搭載するた
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めの大規模調査の方法を開発し，実際にデータ

を収集し，実現可能性（feasibility）を検証し

た．その全体像（近藤克則報告），山梨県下の

市町村における調査（横道報告），調査票の開

発（三澤報告）について記述した． 

 

C．結果 

C-Ⅰ．介護予防に関わるリスクの実証的観察研

究 

1．死亡や，2．要介護認定後の期間やパターン，

3．総合的なリスク指標（IADL 低下，主観的健康

感），4．口腔機能低下，5．閉じこもり，6．うつ

などのリスク要因について，12 の分析を行った．

その結果，以下のようなことが明らかになった． 

 

C-Ⅰ-1．死亡リスク 

白井報告では，主観的幸福感が低いと回答した

者に比べ，幸福感が高いと回答した者で，死亡リ

スクが低かった． 

谷報告では，同居で孤食をしている者で死亡リ

スクが高いことが判明した． 

 

C-Ⅰ-2. 要介護認定後の期間や機能低下のリス

ク因子 

近藤尚己報告では，JAGES2010 調査データと

その後の要介護認定データを結合した縦断分析

の結果，閉じこもりであった高齢者では，要介護

認定後の要介護度変化パターンが急激悪化パタ

ーンであることが多いこと明らかにした． 

小坂報告では，残存歯数がない無歯額者に比べ，

20 本以上ある者で，寿命と健康寿命は長く，要介

護認定を受けてから死亡までの期間が短いこと

が明らかとなった． 

 

C-Ⅰ-3．総合的なリスク指標（IADL 低下・主観

的健康感）のリスク 

相田報告では，残存歯数と手段的日常生活活動

（Instrumental Activities of Daily Living，IADL）

との関連について前向きコホート研究をした結

果，残存歯数が少ないほど，約 2 年後に IADL が

低下していたことが明らかになった． 

Kanamori 論文では運動を「一人で」している者

より，誰かと「一緒に」している者で，死亡リス

ク予測力がある主観的健康感が良くないリスク

が低いことを報告した． 

 

C-Ⅰ-4. 口腔機能低下のリスク要因 

残存歯数と関連する要因を分析した結果，口腔

乾燥があるもので残存歯数が少なかった（坪谷報

告）． 

ソーシャル・キャピタル指標の一つである社会

参加を垂直型組織と水平型組織別に評価し，その

後の歯の喪失リスクであるのかをマルチレベル

分析を用いたコホート縦断研究をした結果，参加

をしている個人ほど歯の喪失が少ないとともに，

本人の参加の有無に関わらず，地域組織への参加

割合が多い地域ほど，高齢者が歯を失うリスクが

低いことが明らかとなった（小山報告）． 

 菖蒲川報告では，新潟市内における中学校毎の

高齢者の所得格差（ジニ係数）の大きさと残存歯

数の関連を，JAGES2013 調査新潟市データを用

いてマルチレベル分析した結果，所得格差の大き

な中学校ほど残存歯数が少ないことを報告した． 

 

C-Ⅰ-5. 閉じこもりのリスク 

地域レベルのソーシャル・キャピタルがその後

の孤立・閉じこもりに及ぼす影響を，2010-2013

パネルデータを用いて縦断分析した結果，一部に

例外があるので追試や慎重な解釈が必要だが，一

部のソーシャル・キャピタル指標が豊かな地域で，

その後の孤立・閉じこもり発生が少ないことが明

らかとなった（斉藤報告）． 

 

C-Ⅰ-6. うつのリスクと保護因子 

うつに関する地域要因を，東日本大震災の被災

地の岩沼市のデータを用いて研究した佐々木報

告では，被災前の 2010 年のご近所づきあいの強

さと，2013 年のうつ発生との関連を分析した．そ
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の結果，ご近所づきあいが「ある程度」でうつ発

生が最も低く（14.1％），「強い」人（20.1％）と

「ほとんどない・全くない」人（17.0％）で高い

など，U 字型であることが判明した． 

辻報告では，高齢者における地域の運動グルー

プ参加者割合と個人の抑うつ傾向の関連につい

て横断的マルチレベル分析をした結果，個人が参

加しているか否かにかかわらず，参加している人

が多い地域に済んでいる個人で，うつ傾向を示す

者が少ないことが明らかとなった． 

 

C-Ⅱ．介入研究 

 林報告では，愛知県武豊町における憩いのサロ

ンに 2010-13年度に15回以上参加している者で，

2013 年の IADL 低下者が少なかった． 

 Hikichi 論文では，介入後 7 年間の縦断データ

を用いて，「憩いのサロン」参加回数が多い者ほど

認知症自立度 1 以上となるリスクが低く，最大で

3 割抑制されていたことを明らかにした． 

 

C-Ⅲ．市町村支援に向けた研究 

堀井報告「自治体支援に関する研究」では，地

域づくりに関与する自治体職員が，地域診断と

PDCA サイクルマネジメントに加えて，組織変革

に関する手法等を理解し，ファシリテーション型

のリーダーシップを開発できるような研修等の

支援プログラムを構築する必要を示唆した． 

 「地域住民と作る地域診断活用支援プログラム

開発の試み」（岡田報告）では，地域づくりに関わ

る関係者を対象にした３回にわたるワークショ

ップのプログラムを記述した． 

伊藤報告では，T 市において「健康交流の家」

を拠点とした防災と介護予防に向けた地域づく

りの実践事例について報告した． 

亀田報告では，松戸市において新たに始めた地

域包括ケアの都市型モデルにおけるマルチレベ

ル評価・支援体制の構築のねらいやプロセスにつ

いて報告した． 

JAGES 参加市町村の中でも転倒が少なかった

柏市を対象に，市内で隣接しながら地域組織参加

割合が大きく異なる２校区を対象として，関連す

る要因についてのフィールド調査について報告

した（横田報告）． 

その中で，ウォーキングサークルが多いと言う

特徴が見えてきたので，ウォーキングサークル参

加の理由に関するヒアリング調査を行った（横田

報告）． 

 

C-Ⅳ．地域診断指標の研究 

地域診断指標としての高齢者における幸福感

指標について検討した結果（奥園報告），横断分析

では，2010 年の幸福感は平均 7.14（24 市町村の

最小 6.59～最大 7.39[p<.01]，SD1.87）で，8 点

が 24.6％と一番多く，5 点 17.6％，7 点 16.9％，

6 点 12.2％の順で，8 点以上が 46.4％（24 市町村

の最小 37.4～最大 56.8％[p<.01]）を占めていた．

2013 年調査でも，ほぼ同様な分布であった．（図

１） 

 

 

縦断分析では，13 因子を調整後の死亡 HR は

幸福感 8 点以上群で 0.75（95％信頼区間 0.63-

0.89）で，認知症発症 HR では 8 点以上群で 0.75

（0.63-0.89）であり，ともに 6・7 点以上の HR

よりわずかに小さかった． 
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図１ 2010-13幸福感の分布

（いずれかに回答した者）

2010 2013
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地域診断指標としての緑地の測定方法の研究で

は，緑地の指標として植生指数（正規化植生指数：

以下ＮＤＶＩ）を，入手可能な衛星画像から千葉

県について算出を試みた結果，算出可能であるこ

とを報告した（鈴木・花里報告） 

 

C-Ⅴ．大規模調査 

2016 年には，39 市町村の約 30 万人に送付し，

約 20 万人から回収できた（回収率 70.2％）（近藤

克則報告）．横道報告では，その一部である山梨県

での調査について報告した．この調査に用いた調

査票の内，補完代替医療の利用状況に関する調査

設問内容について報告した（三澤報告）． 

 

D．考察 

 Ⅰ．介護予防に関わるリスクの実証的観察研

究では，「死亡や要介護認定のリスク」「要介護認

定後の期間や機能低下のリスク因子」「総合的な

リスク指標（IADL 低下・主観的健康感）のリス

ク」として多様なリスク要因が関わっていること

が明らかになった．早期からの介護予防戦略の根

拠を探るためリスク要因の上流要因（cause of 

cause）を「口腔機能低下のリスク」「閉じこもり

のリスク」「うつリスクと保護因子」について探っ

た．その結果，多くのリスクが関与しており，そ

れらを調整後にもソーシャル・キャピタルなどの

健康の社会的決定要因がリスクと考えられるこ

と，個人レベル要因を調整後にも，その地域の社

会参加割合が高いことや，所得格差（ジニ係数）

が小さいことが，介護予防に望ましい地域要因で 

あることなどが明らかになった． 

Ⅱ．介入研究では，今までの研究で報告した要

介護認定が抑制されることに加え，新たにサロン

への参加が多い群で IADL 低下が少なく，認知症

発症が少ないことが明らかになり，健康への望ま

しい効果があることが追試された． 

Ⅲ．市町村支援に向けた研究では，異なる市町

村において，多様な地域づくりとその手順などの

事例の蓄積をできたと考える． 

Ⅳ．地域診断指標の研究では，地域診断指標と

して，いくつかの幸福感指標について検討したが，

その妥当性の高さは，各市町村の幸福感の平均像

をみたいのか，低い人達を減らす底上げ政策に用

いるのかなどの目的に依存する．地域間の差を捉

える弁別的妥当性，将来の well-being（幸福・健

康）の予測妥当性など多面的な妥当性の高さも必

要である．今回のデータと分析結果に基づけば， 

平均値や 8 点以上の者の割合など，幸福感尺度の

指標値には 24 市町村間に有意差があり，8 点以

上の者は高齢者のおよそ半数に該当し，これらは

地域比較・診断指標になりうると思われた．デー

タや分析方法に依存する面があることから，今後

さらに検討を重ねることが必要であると考える． 

 環境要因としての緑地の多さを捉える「緑地の

測定方法の研究」によって地域診断指標の準備が

整いつつあると考える． 

Ⅴ．大規模調査では，JAGES が取り組んだ，30

以上の市町村における 10 万人規模の大規模調査

は，今回で 3 回目であった．39 市町村から回収数

約 20 万人，回収率 70.2％に達したことから，多

- 5 -



数の市町村で共通した調査方法を用いて行う大

規模調査の方法論をほぼ確立したと考える． 

 

E．結論 

Ⅰ．介護予防に関わるリスクの実証的観察研

究で，死亡や要介護期間，IADL や口腔機能，閉

じこもり，うつなどに関わるリスク要因が明らか

になった．それらを調整後にも，社会への不参加

などの健康の社会的決定要因がリスクと考えら

れること，個人レベル要因を調整後にも，その地

域の社会参加割合が高いことや所得格差が小さ

いことが，介護予防に望ましい地域要因であるこ

となどが明らかになった． 

Ⅱ．介入研究では，サロンへの参加回数が多い

群で要介護認定が抑制されることに加え，新たに

IADL 低下が少なく，7年間の認知症発症が少ない

ことが明らかになった． 

Ⅲ．市町村支援に向けた研究では，異なる市町

村においても，地域づくりの事例と手順などの蓄

積ができた． 

Ⅳ．地域診断指標の研究では，いくつか試作し

た指標の中で，HR の小ささの点などからは「主

観的幸福感 8 点以上の者の割合」がやや良いと思

われた． 

 Ⅴ．大規模調査では，JAGES2016 年調査とし

て，39 市町村の約 20 万人の高齢者から調査票を

回収でき大規模調査の方法論を確立できた． 
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